様式第6号(第5条関係)
集合住宅等における各戸検針及び各戸徴収に関する契約書
集合住宅等の名称
集合住宅等の所在地　　　　　　　志摩市
集合住宅の建物の棟数及び戸数
宅地開発の区画数及び水道を使用する住宅等の数
上記の集合住宅等について、志摩市水道事業 (以下「受託者」という。)と集合住宅等の住宅等管理者　　　　　　　　　　　　　　　(以下「委託者」という。)とは、志摩市水道事業集合住宅等における各戸検針及び各戸徴収に関する取扱要綱(以下「要綱」という。)に基づき、集合住宅等の水道メーターの検針及び水道料金等の徴収に関して次の条項の通り契約を締結し信義に従い誠実にこれを履行するものとする。この契約の証として本書2通を作成し、当事者記名押印の上、各自1通保有する。
受託者　　住　所 　志摩市阿児町鵜方3098番地22
氏　名 　志摩市水道事業 　志摩市長　　　　　　 印
委託者　　住　所
氏　名 　　　　　　　　　　　　　　　印
年　　 月　　 日
(総則)
第1条　委託者は、頭書の集合住宅等における各戸検針及び各戸徴収に関し、この契約書に定めるもののほか、受託者の指示に従い履行しなければならない。
(定義)
第2条　この契約書においての「集合住宅等」、「親メーター」、「子メーター」、「導水装置」、「各戸検針」、「各戸等使用水量」、「各戸徴収」、「各戸等使用者」、「住宅等管理者」の用語の意義は、要綱第2条に定めるところによる。
(各戸検針及び各戸徴収の実施)
第3条　委託者は、頭書の集合住宅等における各戸検針及び各戸徴収を受託者に委託し、受託者はこれを受託する。
(住宅等管理者の責務等)
第4条　委託者は、次の各号に掲げる責務を負うものとする。
(1)受託者の設置した親メーター及び子メーターについて、検針業務等、受託者の業務遂行に支障を来さないよう管理しなければならない。
(2)受託者の設置した親メーター以下の下流側の給水装置及び導水装置について、委託者及び使用者の責任において維持管理しなければならない。
(3)集合住宅等の各戸検針及び各戸徴収申込書(様式第4号)の申請内容に変更が生じた場合は、所定の様式により直ちに甲に届け出なければならない。
(4)集合住宅等の各戸検針及び各戸徴収申込書(様式第4号)の申請を取り消すときは、所定の様式により受託者に届け出なければならない。
(検査等の立入り)
第5条　受託者は、各戸検針等のため、必要に応じて事前通知なしに当該集合住宅等に立ち入ることができる。この際、委託者は、受託者の業務に協力しなければならない。
(水道料金の算定、納入等)
第6条　受託者は、この契約を締結した日以降1ヶ月ごとの定例日に各戸検針を実施し、この結果に基づいた各戸等使用水量をもって、志摩市水道条例に定めるところにより算定した水道料金等を、1ヶ月ごとに各戸等使用者に請求するものとする。
2　委託者及び各戸等使用者は、受託者から水道料金等の請求があったときは、受託者が定める日(以下「納期限」)という。)までに納入しなければならない。
3　委託者は、各戸等使用者から水道の水質、水量、水圧等について異議等があるときは、自らの責任においてこれを解決しなければならない。
(水道の中止)
第7条　受託者は、各戸等使用者から水道の中止の届け出を受理した場合、当該子メーターの止水栓に閉栓キャップの設置又は子メーターの撤去等により、当該水道を停止する。
2　住宅等管理者が、集合住宅内等の維持管理で水道を使用する場合であっても、所定の手続きを行い、必要な手数料を納付しなければならない。
(水道料金等の未納入に伴う措置)
第8条　受託者は、委託者又は各戸使用者が水道料金等を納期限までに納入しない場は、志摩市水道事業給水条例第39条及び志摩市水道料金滞納整理事務手続要綱の規定により給水を停止することができるものとする。
2　前項の規定による給水停止が行われたことにより、委託者及び集合住宅等に存する各戸等使用者に損害が生じることがあっても、受託者はその責を負わない。
3　受託者は志摩市水道料金滞納整理事務手続要綱第4条に規定する給水停止予告通知書を、同条第3項の規定に基づき、1箇月以上水道料金を滞納している各戸等使用者に対して送達する。　
(契約の変更及び解除)
第9条　志摩市水道事業に関する各種条例、規程、その他関係法令又は取扱基準等に変更があったときは、必要に応じてこの契約を変更することができる。
2　受託者は、委託者がこの契約に違反し、その旨を勧告したにもかかわらず改善が図られないとき及び各戸等使用者がこの契約に違反し、委託者に違反行為が補完されないときは、この契約を解除することができる。この場合において、委託者又は各戸等使用者による異議の申し立ては一切認めないものとする。また、受託者は、委託者に要綱第3条第1項第4号に規定する納入済みの加入分担金相当額は、いかなる場合においても返還しないものとする。
3　前項の規定により、委託者若しくは各戸等使用者に損害が生じることがあっても受託者はその責を負わない。
(契約内容の通知)
第10条　委託者は、この契約の内容について当該集合住宅等に存する水道使用者に対し周知を図るため、区分を所有しようとする者に分譲する時及び区分を賃貸しようとする者が入居するとき等に、契約内容を説明しなければならない。
2　宅地開発での委託者は、住宅等が建築された場合などで新たに戸別検針等の必要が生じるときは、責任をもって加入分担金相当額等の費用を納付し手続きを完了しなければならない。
(その他)
第11条　この契約に定めない事項又はこの契約に関し疑義が生じた事項については、受託者、委託者が協議のうえ定め、協議が調わないときは受託者の認定するところによる。
(契約の有効期限)
第12条　この契約の有効期間は締結の日から1年間とする。ただし、契約期間満了の日の1月前の日までに受託者、委託者のいずれからもなんらの意思表示もないときは、この契約は同一内容で更に1年間延長されたものとみなし、以降この例によるものとする。
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